
議 案 第 ３ 号 

 

松戸市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

松戸市市税条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

平成２６年６月１７日提出 

 

松戸市長 本郷谷 健 次 

 

 

提  案  理  由 

 

地方税法の改正に伴い、法人市民税法人税割の税率の引下げ、軽自動車税の

税率の引上げ、公共の危害防止施設等に係る固定資産税の課税標準の特例割合

の設定及び耐震改修が行われた既存建築物に係る固定資産税の減額措置の申告

方法に係る規定の整備を行うほか、市税に係る督促状を発する期限を定める等

するため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



松戸市市税条例の一部を改正する条例 

 

松戸市市税条例（昭和５０年松戸市条例第１０号）の一部を次のように改正

する。 

第６条を削り、第７条を第６条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（督促状を発する期間） 

第７条 納税者又は特別徴収義務者が納期限までに徴収金を完納しない場合に

おいては、市長は、納期限後３０日以内に督促状を発しなければならない。 

第１４条中「1 0 0 分の1 2.3 」を「1 0 0 分の9.7 」に改める。 

第２７条第１号ア中「1,0 0 0 円」を「2,0 0 0 円」に改め、同号イ中

「 1,2 0 0 円」を「 2,0 0 0 円」に改め、同号ウ中「 1,6 0 0 円」を 

「2,4 0 0 円」に改め、同号エ中「2,5 0 0 円」を「3,7 0 0 円」に改め、

同条第２号ア中「 2,4 0 0 円」を「 3,6 0 0 円」に、「3,1 0 0 円」を 

「3,9 0 0 円」に、「5,5 0 0 円」を「6,9 0 0 円」に、「7,2 0 0 円」を

「1 0,8 0 0 円」に、「3,0 0 0 円」を「3,8 0 0 円」に、「4,0 0 0 円」を

「5,0 0 0 円」に改め、同号イ中「 1,6 0 0 円」を「 2,4 0 0 円」に、 

「4,7 0 0 円」を「5,9 0 0 円」に改め、同条第３号中「4,0 0 0 円」を

「6,0 0 0 円」に改める。 

附則第８条中「昭和５１年２月１日から平成２８年１月３１日までの間に終

了する」を「平成２６年１０月１日から開始する」に改め、「税率は」の次に

「、当分の間」を加え、「1 0 0 分の1 4.7 」を「1 0 0 分の1 2.1 」に改め

る。 

附則第９条第１項中「1 4.7 分の2.4 」を「1 2.1 分の2.4 」に改める。 

附則第１１条の７を附則第１１条の８とし、附則第１１条の４から附則第 

１１条の６までを１条ずつ繰り下げ、附則第１１条の３の次に次の１条を加え

る。 

（耐震基準適合家屋に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとす

る者がすべき申告） 



第１１条の４ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改

修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第１１項に規定する補助に係る補助金額確定通知書の写し、建

築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は

同法附則第３条第１項の規定による報告に係る報告書の写し及び当該耐震改

修後の家屋が令附則第１２条第２４項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 耐震改修が完了した年月日 

⑸ 施行規則附則第７条第１１項に規定する補助の算定の基礎となつた当該

耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

⑹ 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出できなかつた理由 

附則第１２条を次のように改める。 

（軽自動車税の税率の特例） 

第１２条 法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する当該

軽自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号

の指定を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度

分の軽自動車税に係る第２７条の規定の適用については、当分の間、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄の掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第２７条第２号ア 3,9 0 0 円 4,6 0 0 円 

6,9 0 0 円 8,2 0 0 円 

1 0,8 0 0 円 1 2,9 0 0 円 

3,8 0 0 円 4,5 0 0 円 

5,0 0 0 円 6,0 0 0 円 



附則第１６条の見出し中「法附則第１５条第２項第６号」を「法附則第１５

条第２項第１号等」に改め、同条を同条第４項とし、同項の前に次の３項を加

える。 

法附則第１５条第２項第１号に規定する条例で定める割合は、３分の１と

する。 

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

３ 法附則第１５条第２項第３号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

附則第１６条に次の２項を加える。 

５ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２とす

る。 

６ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、４分の３とす

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１４条の改正規定並びに附則第８条及び附則第９条の改正規定 平成

２６年１０月１日 

⑵ 第２７条の改正規定 平成２７年４月１日 

⑶ 附則第１２条の改正規定 平成２８年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の松戸市市税条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第１４条並びに附則第８条及び附則第９条の規定は、前項第１号に掲

げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後

に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始し

た事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の



市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 改正後の条例附則第１６条第１項の規定は、平成２６年４月１日以後に取

得される地方税法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第４号）第１条

の規定による改正後の地方税法（以下「新法」という。）附則第１５条第２

項第１号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度

分の固定資産税について適用する。 

４ 改正後の条例附則第１６条第２項の規定は、平成２６年４月１日以後に取

得される新法附則第１５条第２項第２号に規定する施設又は設備に対して課

すべき平成２７年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 改正後の条例附則第１６条第３項の規定は、平成２６年４月１日以後に取

得される新法附則第１５条第２項第３号に規定する施設又は設備に対して課

すべき平成２７年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 改正後の条例附則第１６条第５項の規定は、平成２６年４月１日以後に取

得される新法附則第１５条第３７項に規定する設備に対して課すべき平成 

２７年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 改正後の条例附則第１６条第６項の規定は、平成２６年４月１日以後に取

得される新法附則第１５条第３８項に規定する機器に対して課すべき平成 

２７年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

８ 改正後の条例第２７条の規定は、平成２７年度以後の年度分の軽自動車税

について適用し、平成２６年度分までの軽自動車税については、なお従前の

例による。 

９ 改正後の条例附則第１２条の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動

車税について適用する。 

１０ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車両法（昭和２６年法律第

１８５号）第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた三輪以

上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る改正後の条例附則第１２条の



規定の適用については、同条中「受けた月」とあるのは「受けた月の属する

年の１２月」とする。 

１１ 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段

の規定による車両番号の指定を受けた三輪以上の軽自動車に対して課する軽

自動車税に係る改正後の条例第２７条及び附則第１２条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

改正後の条例

第２７条第２

号ア 

3,9 0 0 円 3,1 0 0 円 

6,9 0 0 円 5,5 0 0 円 

1 0,8 0 0 円 7,2 0 0 円 

3,8 0 0 円 3,0 0 0 円 

5,0 0 0 円 4,0 0 0 円 

改正後の条例

附則第１２条

の表以外の部

分 

第２７条 松戸市市税条例の一部を改正する条例

（平成２６年松戸市条例第 号。以下

この条において「平成２６年改正条

例」という。）附則第１１項の規定に

より読み替えて適用される第２７条 

改正後の条例

附則第１２条

の表第２７条

第２号アの項 

第２７条第２号ア 平成２６年改正条例附則第１１項の規

定により読み替えて適用される第２７

条第２号ア 

3,9 0 0 円 3,1 0 0 円 

6,9 0 0 円 5,5 0 0 円 

1 0,8 0 0 円 7,2 0 0 円 

3,8 0 0 円 3,0 0 0 円 

5,0 0 0 円 4,0 0 0 円 

 


